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高度無線環境整備推進事業
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イメージ図
高速・大容量無線通信の前提となる

伝送路

通信ビル

地域の拠点的地点

＊新規整備に加え、電気通信事業者が公設設備の譲渡を受け、(5G対応等の)高度化を伴う更新を行う場合のほか、地方公共団体が民間移行を見据えて
公設の光ファイバ等の高度化を行う場合も補助。

➢ 事業主体 ：（直接補助事業者） 地方公共団体、第３セクター、一般社団法人等

（間接補助事業者） 民間事業者

➢ 補助対象 ：伝送路設備、局舎（局社内設備含む。）等

➢ 補助率 ：自治体が整備を行う場合 離島4/5、離島以外1/2（財政力指数0.5以上の場合1/3）※1

民間事業者等が整備を行う場合 離島2/3（海底ケーブルの敷設を伴う場合4/5）、離島以外1/3※2

※ 1 財政力指数0.3未満に限り自治体が公設のまま高度化を行う場合は、離島2/3、離島以外1/2

※2 民間事業者等が高度化を行う場合は、離島1/2、離島以外1/3

令和５年度補正予算 20.1億円

（令和５年度予算額 42.0億円、令和４年度２次補正 28.4億円）

 条件不利地域において、地方公共団体、電気通信事業者等による、高速・大容量無線通信の前提となる

伝送路設備の整備を支援。また、設備の高度化が必要な地域に対して、速やかな民設移行が困難なため

に地方公共団体が設備を保有したままで高度化を行う場合についても、その一部を補助。
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高度無線環境整備推進事業の補助対象範囲と地方財政措置（Ｒ５補正）

※１ 整備費の補助対象外経費については、加入者に負担を求めることもある。
※2 国から補助を受けて実施する民設の整備について、地方自治体は、事業者負担分の一部を任意で補助することもできる。

この地方自治体の補助に要する経費の一部については、地方財政措置（過疎債、辺地債、合併特例債、特別交付税）を講じている。
※3 令和５年度補正予算による事業に係る地方負担は、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の対象とならない。
※4 令和２年度からは、公設民設ともに、地方負担分に地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）に係る寄附を充当することが可能。
※5 補正予算債（充当率100%、交付税措置率50％）は令和５年度内に交付決定等を受け起債協議等を行った事業が対象。
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ケーブルテレビネットワーク光化等による耐災害性強化事業

事業イメージ

○ 補助率

（１）市町村及び市町村の連携主体（承継事業者） ：1/2

（２）第三セクター（承継事業者） ：1/3

○ 補助対象経費（下図の赤字部分）

光ファイバケーブル、 送受信設備、 アンテナ 等
※光化と同時に行う辺地共聴施設（同軸ケーブル）のケーブルテレビ

エリア化に必要な伝送路設備等を含む。

 近年、多発・激甚化する自然災害を踏まえ、災害時に確実かつ安定的な情報伝達が確保されるよう、地域の情報通信

基盤であるケーブルテレビネットワークの光化等による耐災害性強化の事業費の一部を補助する。

 山間地等の難視聴地域における放送視聴環境を支える辺地共聴施設について、耐災害性強化を図るための光化等に

要する事業費の一部を補助する。

光ノード

タップオフ

ヘッドエンド
アンテナ

光ケーブル
同軸ケーブル

タップオフ
ヘッドエンド

アンテナ

光ケーブル化

※辺地共聴施設のケーブルテレビエリ
ア化のみを行う事業や辺地共聴施
設の耐災害性強化に伴う経費も対
象化【拡充①】

※光化された公設ネットワークの民設
移行に伴う承継事業者による整備費
用（放送設備及び一部伝送路設備）
も対象化【拡充②】

辺地共聴施設の
ケーブルテレビエリア化

辺地共聴施設の
耐災害性強化

※財政力指数0.5超0.8以下の自治体は１／３
※光化された公設ネットワークの民設移行に伴う承継事業者

による整備は1/3

○ 事業主体

市町村、市町村の連携主体又は第三セクター
（これらの者から施設の譲渡を受ける等により、ケーブルテレビの業務提供

に係る役割を継続して果たす者（承継事業者）を含む。）

○ 補助対象地域
以下の①～③のいずれも満たす地域

①ケーブルテレビが地域防災計画に位置付けられている市町村
②条件不利地域
③財政力指数が0.8以下の市町村その他特に必要と認める地域 【拡充③】

【拡充①】

【令和５年度補正予算 24.7億円】
（令和５年度当初予算 9.0億円）
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ケーブルテレビネットワーク光化等による耐災害性強化事業における拡充内容

拡充のポイント

➀
共聴施設の単独巻き取り
共聴施設の単独更新 の対象化

➁
光化済み公設ケーブルの民設移行支援
（※光→光の場合は補助率1/3）

➂
財政力指数が0.5超0.8以下の対象化
（※財政力指数0.5超0.8以下の自治体は補助率１／３）

④ 共聴施設の運営に係る支援体制構築
※R6当初予算にて要求中
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携帯電話等エリア整備事業

 デジタルライフライン全国総合整備実現会議の中間とりまとめを踏まえ、自動運転やドローンの目視外飛

行による物流の自動化を普及させること等を目的として、ドローン航路を構築するための上空エリアの電

波 環境調査や、地方公共団体や携帯電話事業者等が基地局等を整備する場合の整備費用の一部を

補助。

令和５年度補正予算：39.2億円

（令和５年度予算額 18.0億円、令和４年度２次補正 10.0億円）

➢ 事業主体 ：地方公共団体、携帯電話事業者、インフラシェアリング事業者 等

➢ 補助対象 ：局舎、送受信アンテナ、伝送用専用線 等

➢ 補助率 ：３／４ 等
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地域デジタル基盤活用推進事業

 デジタル行財政改革にかかる地方公共団体などの取組を加速させるため、①計画策定・推進体制構築

支援、②安全な自動運転のために必要な通信の信頼性確保等の検証を含む、先進的なソリューションの

実用化支援（実証）、③地域の通信インフラの整備などを通じて伴走型支援を実施。

デ ジ タ ル 技 術 を 活 用 し て 地 域 課 題 の 解 決 を
図 る た め に 必 要 な 通 信 イ ン フ ラ な ど の 整 備 を
支 援

③地域のデジタ ル基盤の整備支援
（補助）

①計画策定 /推進体制 構築支援
a )  デ ジ タ ル 実 装 に 必 要 と な る 地 域 課 題 の 整 理 、
導 入 ・ 運 用 計 画 の 策 定 に 対 す る 専 門 家 に よ る
助 言

b )  都 道 府 県 を 中 心 と し た 持 続 可 能 な 地 域 の
D X 推 進 体 制 の 構 築 を 支 援

デジタル実装による
地域の課題解決に向けた

伴走型支援

ロ ー カ ル ５ G を は じ め と す る 新 し い 通
信 技 術 な ど を 活 用 し た 先 進 的 な ソ
リ ュ ー シ ョ ン の 実 用 化 に 向 け た 社 会 実
証

先 進 無 線 シ ス テ ム
活 用 タ イ プ （ 仮 称 ）

②先進的ソ リ ュ ー シ ョ ン の実用化支援（実証）

遠 隔 監 視 シ ス テ ム そ の 他 の 安 全 な 自
動 運 転 の た め に 必 要 な 通 信 シ ス テ ム の
信 頼 性 確 保 等 に 関 す る 検 証

自 動 運 転 レ ベ ル ４
検 証 タ イ プ （ 仮 称 ）

令和５年度補正予算：47.5億円

（令和５年度予算額 1.4億円、令和４年度２次補正 20.0億円）

好事例の創出・横展開

➢ 事業主体 ：地方公共団体、民間企業 等

➢ 補助対象（③のみ） ：基地局施設、送受信設備、機器購入費 等

➢ 補助率（③のみ） ：１／２



7

実証事業 自動運転レベル４検証タイプ

地域限定型の無人自動運転移動サービス（限定地域レベル４）の実装・横展開に当たって課題となっている
遠隔監視システムその他の安全な自動運転のために必要な通信システムの信頼性確保等に関する検証を
実施する。

※事業規模・箇所数等の詳細は調整中です。

政府戦略

自動運転バス

基地局

遠隔管制室

遠隔監視

映像配信

実証イメージ

想定される検証項目の例
・交差点における通信
・基地局間のハンドオーバー
・路車間通信の信頼性
・必要な通信帯域幅 など

地域限定型の無人自動運転移動サービスについて、2025年度を目途に50か所程度、2027年
度までに100か所以上の地域で実現するため、研究開発から実証実験、社会実装まで一貫した取
組を行うとともに、これに向けて意欲ある全ての地域が同サービスを導入できるようあらゆる施策を講
ずる。（『デジタル田園都市国家構想総合戦略』（令和４年12月閣議決定））



8【各施策の問い合わせ先】

ケーブルテレビネットワーク光化等による耐災害性強化事業

放送部 有線放送課 電 話 052-971-9136
メール tokai-yuho@soumu.go.jp

地域デジタル基盤活用推進事業

情報通信部 情報通信振興課 電 話 052-971-9405
メール tokai-shinko@soumu.go.jp

無線通信部 陸上課 電 話 052-971-9619
メール subsidy-rikujo-tokai@soumu.go.jp

携帯電話等エリア整備事業

（全般）情報通信部 情報通信振興課 電 話 052-971-9404
メール tokai-shinko@soumu.go.jp

（CATV事業者等）放送部 有線放送課 電 話 052-971-9136
メール tokai-yuho@soumu.go.jp

高度無線環境整備推進事業
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